
官民連携に関するＰＲ資料 

企業名 株式会社 日水コン 

連絡先 営業本部 PPP推進室 TEL：03-5323-6312 

官民連携の実績等（このような取組みが出来る、又は、実施している。） 

 

  

 

 
実績：平成２５年度公共施設等運営権を活用した水道・工業用水道運営事業に関する検討支援等業務を

内閣府より受託 

 

１．現況把握 ２．現況課題の整理（アセットマネジメントの実施） 

・運営権導入スキームを以下の視点から検討。 
①アセットマネジメントを考慮した事業計画の精査  ②要求水準のあり方 

③官民の役割分担・費用分担（運営権者の事業範囲）④運営権対価の設定方法・支払方法 

３．運営権導入スキームの検討 

５．採算分析の実施 
３.の検討結果に基づき、運営権者及び公共側の採算シミュレーションを実施。 

事業者の採算：運営権対価を試算し、対価を支払った上での採算分析。 

４．民間等の意向調査 
①民間事業者の意向調査 

参画が予想される民間

事業者の意向を調査し、以

下の検討結果の妥当性・実

現可能性を検証。 

６．VFMの分析 
1及び５の検討結果に基づき、VFM分析を実施 

７．運営権導入スキームの確定･とりまとめ 

８．事業実施方針の整理 ９．課題等の整理・解決方策の検討 

運営権制度を活用する場合の検討手順 

 

 

PPP の抜本改革に向けたアクションプランについては、運営権制度を活用した事業や不動産の有効活用方法などに

ついて、事業運営・経営・施設等の有効利用の観点から事業全般に対して効率的で経済的なご提案が行なえます。 

PPPのアクションプランに対する提案 



 

水道事業者等への要望、官民連携における課題 

 

その他 

 

 

 

 

・ 導入可能性調査 

・ アドバイザー業務 

・ モニタリング(支援) 

・ 第三者委託選定(支援) 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ 

融資契約 

コンソーシアムの一員として参加 

建設会社 

維持管理会社 

設計会社 

運営会社 

建設コンサルタント 

基本的な構造 

※ 典型的なＰＦＩの場合 

行 政 

ＳＰＣ（特別目的会社） 

・技術的アドバイザー 

・案件調査 

・資産評価 

金融機関 

（銀行、商社等） 

建設コンサルタント ゼネコン、機械メーカー、電機メーカー 

メンテナンス会社 

・応札支援業務 

・提案書作成 

・SPC運営支援 

建 設 

コンサルタント 

性能発注 

長期契約 
ＰＦＩ契約 

※原則的にはアドバイザーは事業者側に参加致しません 

建設コンサルタント 

○ ＰＰＰ 関連コンサルティング業務 

導入可能性調査 

アドバイザリー業務 

コンソーシアム参加(事業者側) 

維持管理モニタリング業務 

・ 現状把握・分析 

・ 事業ｽｷｰﾑ、方式検討 

・ 実績調査 

 

 

・ リスク分担等の検討 

・ 概略施設計画 

・ 導入可能性評価・分析 

 

 
・ 公募資料作成 

・ 要求水準等作成 

・ 事業費、ＶＦＭ算定 

 

・ 評価基準作成 

・ 審査要領、審査会運営 

・ 契約書類作成支援 

 

【応募時】 

・ 応札・提案書作成支援 

・ 事業費算出、資産評価 

【受注後】 

・ 実施設計図書作成 

・ 設計・施工管理 

・ ＳＰＣ運営支援 

 
・ 評価項目・基準作成 

・ 実施要領作成 

・ モニタリング実施(支援) 

○ 建設コンサルタントの役割 

建設コンサルタントはＰＰＰの枠組みの中で、下図の様に行政（発注者）と民間事業者、両方の

側に役割があります。弊社はこれまでの実績と経験をベースに、効率的な事業運営を実現するため

のコンサルティングを行います。 

 

 

・ 複雑な各種手法が検討されている中で、適切な事業スキーム

の構築方法を行なう上で、健全で望ましいコスト削減方法 

・ ＶＦＭの達成 

・ 官民のリスク分担のあり方と対処方法 

・ 民間事業者との意見交換における事業への反映 

・ 事業の集約化と広域化を行なう上で適切な官側及び民側の事

業範囲の選定 

・ 事業体のノウハウ、スキル維持と民間への情報、技術移転 

・ 地域振興への貢献・・・・・地元企業の育成、地域要件 

コンサルタントの

職性を活用し、多

岐に渡る課題への

対策が実施可能で

す。 

官民連携における課題 

 


